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 地域バスは、市内の交通不便地域における住民の皆様の移動手段を確保するための

ものです。対象となる地域において、地域の問題をよく知る地域の皆様が主体となっ

て、地域の実情に応じたバス導入の検討を行っていただきます。その結果、次の点を

すべて満たす場合には、地域バスの運行に向けた取組みが進められることになりま

す。 

 

 

＜地域住民等とは＞ 

 地域バス導入対象となる交通不便地域に居住する住民及びその地域内で営業する企

業・商店等の関係者を「地域住民等」とします。 

＜地域組織とは＞ 

 地域が主体となって事業を推進するために、地域住民等で組織する団体を「地域組

織」とします。地域組織は、①地域の自治会と連携関係がとれること、②組織の運営

や地域の意見反映に支障をきたさない人数（概ね１０人程度）かつ半数以上が地域住

民で構成されていること、③組織の代表者が選任されていること、以上が必要要件と

なります。 

 

 

【運行経路の考え方】 

○地域バスは交通不便地域を対象としていますので、総運行経路に占める交通不便

地域の割合（距離）を概ね２５％以上とする。 

○運行経路は交通不便地域と既存の鉄道駅又はバス停と結節する。 

  ※運行経路の近隣に商業施設、病院、公共施設等がある場合は、これらを経由地

として検討してください。 

○既存バス路線との競合は避ける。 

〇車道幅員は原則4.5m以上とする。 

 

 

運行計画の策定にあたっては、次の基準を遵守してください。 

【運行基準】 

運行形態 定時定路線 

運行距離 
１台１日概ね８時間運行で、年間 約20,000ｋｍ（１日４往復以

上） 

運賃 有償運送 

車両 原則１1人乗り以上（地域の実情に応じた車両） 

※道路運送法「一般乗合旅客自動車運送事業」に該当する事業です。 

①  地域住民等による地域組織の設立 

② 「運行経路の考え方」に基づく経路の設定 

③ 「運行基準」に基づく運行計画の策定 

地域バスを導入するために 
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①運行事業者の選定（市）       ④バス停の設置（市・事業者） 

②事業許可申請（事業者）       ⑤バス車両の準備（事業者） 

③実証運行開始の周知（市・地域・事業者） 

 

①実証運行開始時期の設定         ④利用実態調査の実施（地域）  

②利用促進活動の実施（市・地域・事業者） ⑤本格運行移行への判断（市・地域） 

③運行実績の報告（事業者） 

 

 
 

①運行事業者の選定（地域）      ④バス停の設置（市・事業者） 

②事業許可申請（事業者）       ⑤バス車両の調達 

③本格運行開始の周知（地域・事業者） ⑥補助金の受入れ準備（地域） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①導入対象地域の確認   ③地域組織設立の届出 

②地域組織の設立（概ね 10 人程度（半数以上が地域住民）で構成。代表者を選任。） 

 

１ 導入検討の開始（Ｐ３ 参照） 

①運行経路の設定 

交通不便地域が、総運行経路の２５％以上（距離）。既存の鉄道駅又はバス停と

結節。商業施設、病院、公共施設等を経由。既存バス路線との競合を避ける。 

（「運行経路の考え方」に基づく、運行可能なルートの確認） 

２ 概略運行計画の作成（Ｐ４ 参照） 

需要調査に基づき、運行経路、運行便数、運行ダイヤ、バス停位置、運賃、地域負担、

採算性を含めた詳細運行計画を作成します。 

①地域住民等を対象とした需要調査の実施 

②詳細運行計画の作成 

 

３ 需要調査と詳細運行計画の作成（Ｐ５ 参照） 

 

①運行計画についての地域の合意形成  ③市による申請書の審査 

②地域バス導入の申請 

    
 

４ 地域の合意形成と導入申請（Ｐ７ 参照） 

 

①地域公共交通会議に提案        ③地域公共交通会議での合意 

②地域公共交通会議での運行計画の検討 
 

５ 地域公共交通会議等での合意（Ｐ８ 参照） 

 

６ 実証運行開始準備（Ｐ９ 参照） 

 

９ 本格運行開始（Ｐ１２ 参照） 

７ 実証運行開始（Ｐ１０ 参照） 

 

地域バス導入検討の流れ 

８ 本格運行開始準備（Ｐ１１ 参照） 
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１ 導入検討の開始 
 

 

 

導入検討を開始するためには、まず、お住まいの地域が市の定義する交通不便地域

に該当していることが必要です。そして「地域バスの運行により交通不便地域が解消

される」ことが前提となります。 

 

■交通不便地域の定義（市が行う「地域バス補助」における定義） 

 「既存の鉄道駅からおおむね１，０００メートル以上及びバス停（※）からおおむ

ね５００ｍ以上離れている地域」 

※１日の運行便数が 4 便（２往復）以下の路線にある既存バス停は含みません。 

 

 

 

導入にあたっては、地域住民の皆様が主体となって検討し、取り組むことが前提と

なります。そのため、バス導入計画の検討や需要調査、実際の運行計画の策定までを

市のサポートを受けて行う組織として「地域組織」を設立してください。 

 

※地域の自治会とは連携関係を構築してください。 

※組織の運営や地域の意見反映に支障をきたさない人数（概ね１０人程度）かつ半数

以上が地域住民の構成員で構成し、組織の代表者を選任してください。 

※なお、市は皆様の活動をサポートするとともに、事業に対し支援、補助します。 

また、後に選定される運行事業者は地域組織の委託により地域バスを運行します。 

 

 

 地域組織が設立されれば、代表者は市に、地域組織設立届出書（和歌山市地域バス

運営補助事業実施要綱様式第１号）を提出してください。 

これを受けて市は、まず地域組織と勉強会を開催し、公共交通の現状と課題や地域

バス導入までの取組みについて説明を行い、地域が主体となって取り組むためのサポ

ートをさせていただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○導入対象地域であるかどうかの確認 

○地域組織の設立 

○地域組織設立の届出 
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２ 概略運行計画の作成 
 

 

 

 

 地域組織により運行経路の検討を行ってください。地域バスの「運行経路の考え

方」に基づき、地域の実情に合った運行経路案を作成します。必要があれば市の職員

の派遣を行い、先進事例の紹介や助言をさせていただくこともできます。また、途中

の経由地についても検討し、この段階である程度決めておきます。 

※運行経路案を作成した段階で、和歌山市交通政策課に相談願います。 

 

【運行経路の考え方】 

●総運行経路に占める交通不便地域の割合（距

離）を概ね２５％以上とする。 

●運行経路は、交通不便地域と既存の鉄道駅又は

バス停と結節する。 

※運行経路の近隣に商業施設、病院、公共施設等

がある場合は、これらを経由地として検討して

ください。 

●既存バス路線との競合は避ける。 

●車道幅員は原則4.5ｍ以上とする。 

 

～路線バスとの競合について～ 

 

 
 

　 　 事業者との協議が必要）

× △
　運行経路が重なり「競合」と考えられるケース 運行経路は重なるが「競合」とまで言えないケース

　（重複するルート上で乗降することで、既存バス路線の 　（重複するルート上での乗降はないが、既存バス路線の

　  利用者を奪う恐れあり）

路線バス 地域バス 路線バス 地域バス
ルート ルート ルート ルート

駅（終点） 駅（終点） 駅（終点） 駅（終点）

病院

バス停 バス停 バス停

駅（起点） 地域（起点） 駅（起点） 地域（起点）

バス停 バス停 バス停

○運行経路の設定 
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３ 需要調査と詳細運行計画の作成 
 

 

 検討した運行経路案を、地域組織から当該交通不便地域に該当する自治会に公開

し、地域住民等を対象に需要予測のためのアンケート調査を実施してください。 

（付属資料：アンケート調査表を参照） 

※なお、該当する自治会に公開する場合に、導入のメリット、運行経路の考え方、地域

の役割等を併せて説明してください。 

 

 

アンケート調査結果をもとに、運行経路案の見直しを行うとともに、次の事項につ

いて、計画を作成してください。 

【検討事項】 

①利用者数等の想定 ・利用者数及び利用時間帯を想定します。 

②運行経路 ・効率的な運行となるよう運行経路案を修正します。 

③便数・ダイヤ ・効率的な便数及びダイヤを設定します。 

④バス停位置やバス回転地等 ・効率性と安全性を考慮し、バス停位置等を検討します。 

⑤運賃等 

・路線バスの運賃は、他の旅客自動車運送事業者との間に不

当競争を引き起こすおそれがないようにしつつ、運行継続

条件を考慮した金額に設定します。 

［原則］ 

路線バス運賃 ≦ 地域バス運賃となるように設定 

［運行継続条件］ 

本格運行では、「１便あたり乗車人数１．５人以上かつ収

支率１０％以上」という運行継続条件があります。 

  地域住民を対象としたアンケート結果などから、需要量

や運行ルートを設定し、運営協議会での協議を経て、運行継

続条件が達成できるよう運賃を設定します。 

※収支率の算定には、運賃収入のほか年会費や企業等からの

協賛金、寄付金等の収入を含みます。 

⑥採算性の検討 
・上記に基づき経常費用、経常収入及び経常損失を算定し、採

算性の検討を行います。 

⑦フィードバック 

・採算性に問題が生じた場合、運行計画の修正を行います。 

・運行計画（運行経路、便数、ダイヤ、運賃）を修正し、再度

採算性を検討します。 

※上記検討について、市がサポートしますので、御相談くだ

さい。 

⑧詳細運行計画の決定 ・上記検討を通して、詳細運行計画を決定します。 

○地域住民等を対象とした需要調査の実施 

○詳細運行計画の作成 
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⑨バス停位置やバス転回場所

等 

・決定された詳細運行計画に基づき、バス停周辺の利害関係

者（土地所有者等）及びバス待機場所、バス転回場所の提供

者等の内諾を得ます。 
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４ 地域の合意形成と導入申請 
 

 

 

運行計画が作成されれば、当該自治会及び運行経路周辺自治会に対し、運行計画を

提示し、合意形成を図ります。 

当該自治会及び運行経路周辺自治会の合意が得られた場合は、市に地域バス導入の

申請ができますが、合意が得られない場合は、地域バス導入の申請はできませんので

ご留意ください。 

 

 

 

 上記の合意が得られた場合、地域組織は、地域バス運営協議会を立ち上げ、次の書

類を作成し、市に地域バス導入申請を行ってください。 

【提出書類】 

 

 

 

  

 

 

 

運営協議会から提出された地域バス導入申請を受け、市は導入条件を満たすもので

あるかどうか、また市の方針に合致するものであるかどうかを審査します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域バス導入の申請 

・地域バス導入検討申請書（和歌山市地域バス運営補助事業実施要綱様式第２号） 

・地域バス運営協議会規約 

・アンケート調査結果 

○運行計画についての地域の合意形成 

○市による申請書の審査 
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５ 地域公共交通会議等での合意 
 

 

 地域バス導入申請について、市による審査の結果、問題がなければ、地域公共交通

会議に提案します。運営協議会の代表者は、会議への出席を求められた場合は、会議

に出席し、運行計画の内容等について説明を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 運営協議会から示された運行計画について、委員により協議が行われます。 

 

 

 

 

【会議で検討される事項】（例示） 

 ・既存の公共交通機関への影響を検証 

 ・運行車両の検証 

・道路環境（道路の幅員・勾配等）の確認 

 ・バス停設置箇所の安全性等の確認 

  

 

 

 委員との協議を重ね、地域バス運行の実施の可否について地域公共交通会議で採決さ

れることになります。議決については、出席委員の３分の２以上の多数で決し、合意が

得られれば、市において実証運行の実施に要する予算措置等を行い、実証運行開始準備

へと進みます。ただし、予算措置等のタイミングが前後する場合もあります。 

 なお、地域公共交通会議において合意が得られない場合は、問題点を改善し、合意が

得られるように運行計画の変更を行い、再度、地域公共交通会議に諮ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域公共交通会議に提案 

○地域公共交通会議での合意 

※地域公共交通会議とは（道路運送法令） 

  地域の実情に合ったバス交通のあり方や導入について検討する会議です。学識関係

者、国、県の関係機関、交通事業者、住民代表者、バス協会等の関係団体が主な構成員

となっています。運行計画について、合意がなされた場合のメリットとしては、事業許

可等の標準処理期間が短くなること等が挙げられます。 

一般乗合旅客自動車運送事業における運賃及び料金についても、従前は地域公共交通

会議にて協議していましたが、令和５年１０月より法令が改正され、独占禁止法に抵触

しないように、構成員を限定したうえで地域公共交通会議とは別途協議することとなり

ました。 

 

 

 ○地域公共交通会議での運行計画の検討 
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６ 実証運行開始準備 
 

 

 

市は、適正な選定方法により、運行事業者を選定します。 

 

 

 

 運行事業者が国土交通省（運輸支局）に道路運送法第２１条第２号に基づく事業許可

の申請を行います。許可までの処理期間は約２ヶ月間です。 

 

 

 

 運行事業者は、事業許可申請と併行して、時刻表や広報チラシ等の作成を行い、運営

協議会と共同して運行する周辺地域への周知を行います。 

 

 

 

 事業許可申請と併行して、運行計画に基づき、バス停の製作など設置にあたっての準

備を行います。設置については運行開始の直前に行うこととなります。 

 なお、運行開始後にバス停の追加設置を行うことは、基本的にはできませんが、運営

協議会が負担する場合、また、ルート変更等により収支率の向上が認められる場合、運

行経費に含み設置することができます。ただし、地域公共交通会議での協議が必要とな

ります。 

 

 

実証運行時のバス車両については、バリアフリーに配慮した車両を事業者が準備しま

す。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○事業許可申請（事業者） 

○実証運行開始の周知（地域・事業者） 

○バス停の設置（市・事業者） 

○バス車両の準備（事業者） 

○運行事業者の選定（市） 
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７ 実証運行開始 
 

 

実証運行の期間は、需要の測定や安全性確認、地域の状況等を踏まえて設定します。 

 

 

 市、運営協議会及び運行事業者は、地域住民に地域バスの運行を周知するとともに、

継続的な運行ができるよう、協力して利用促進活動を行います。 

 

 

 運行事業者は、１便ごとの各バス停での乗降者人数を記録し、毎月１０日までに前月

の状況を市及び運営協議会に報告するものとします。 

 

 運営協議会は、定期的に利用実態調査を実施し、運行計画の見直し判断を行います。

利用実態調査には、市と運行事業者も協力します。 

 

  

利用実態調査に基づき、本格運行移行への判断を行います。 

 ☆本格運行移行の意思決定 

 実証運行期間の利用実績の結果に基づき、本格運行移行の意思決定をし、地域公共交通

会議に本格運行移行の報告を行います。 

  

☆運行計画見直しによる本格運行への意思決定 

  運営協議会・市・運行事業者等により、運行内容（運行経路、運行時間帯等）の見直し

を行い、必要に応じて地域公共交通会議の承認を得て計画を変更し、本格運行への意思

決定を行います。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○利用促進活動の実施（市・地域・事業者） 

○利用実態調査の実施（地域） 

○運行実績の報告（事業者） 

○本格運行移行への判断（市・地域） 

○実証運行開始時期の設定 
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８ 本格運行開始準備 
 

 

 

本格運行での運行事業者については、適正な選定手法により、運行事業者を選定しま

す。その選定された運行事業者と運営協議会が運行に関する委託契約を締結します。 

 

 

 

 運行事業者が国土交通省（運輸支局）に道路運送法第４条に基づく事業許可の申請を

行います。許可までの処理期間は約３ヶ月間で、地域公共交通会議で協議を調えること

で約２ヶ月間に短縮できます。 

 

 

 

 運行事業者は、事業許可申請と併行して、時刻表や広報チラシ等の作成を行い、運営

協議会と共同して運行する周辺地域への周知を行います。 

 

 

 

 事業許可申請と併行して、運行計画に基づき、バス停の製作など設置にあたっての準

備を行います。設置については運行開始の直前に行うこととなります。（試験運行時と

運行計画にお変更がなければ必要ありません。） 

 なお、運行開始後にバス停の追加設置を行うことは、基本的にはできませんが、運営

協議会が負担する場合、また、ルート変更等により収支率の向上が認められる場合、運

行経費に含み設置することができます。ただし、地域公共交通会議での協議が必要とな

ります。 

 

 

 

本格運行では、各事業者のバリアフリーに配慮した車両の保有状況、リースや持ち込み、

市による購入及び事業者への貸与等に係る費用や効果等を総合的に勘案し、市が車両の調

達方法を決定します。 

 

○バス車両の調達 
 

 運営協議会は補助金を受け入れるための口座を開設し、市に口座登録を行います。本

格運行開始時に補助金の交付申請を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

○事業許可申請（事業者） 

○本格運行開始の周知（地域・事業者） 

○バス停の設置（市・事業者） 

○バス車両の調達（市） 

○運行事業者の選定（地域） 

○補助金の受入れ準備（地域） 
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９ 本格運行開始 

 

本格運行では、市が運行経費から運賃収入や寄付金等を控除した残額に補助を行いま

す。運営協議会及び運行事業者は、継続的な運行が見込めるよう、協力して利用促進活

動に努め、定期的に利用実態調査を実施し、市に運行実績の報告を行うものとします。 

次年度の継続運行については、地域バスの利用状況や収入（運賃収入や協賛金等）か

ら継続が可能かどうかを考慮し、基本的に運営協議会が判断します。ただし、市の予算

が確保されない場合や利用者が少なく、持続性がない場合（収支率１０％未満または１

便あたりの乗車人数 1.5 人未満）は運行内容の見直しを行います。収支率１０％以上か

つ１便あたりの乗車人数 1.5人以上という継続条件を２年連続で達成できない場合は、

原則として、運行を継続することができません。 

※収支率の算定には、運賃収入のほか年会費や企業等からの協賛金、寄付金等の収入を含

みます。 

 

☆持続的な運行に向けて☆ 

沿線住民の交通手段として継続的に地域バスを維持していくため、地域の皆様が主

体となって、様々な利用促進アイデアを提案・実施していただき、乗車率の向上に努

め、「地域バス」の維持に努めましょう。 

 

【市補助金と継続条件】 

 

①継続条件を達成できない場合は運行日数や運行本数、運賃等の見直しを行っていただきます。 

②収支率の算定については、運賃収入のほか、広告収入や協賛金等も含みます。 

③運行継続基準を２年連続で達成できない場合は、原則として継続運行できません。 

 

 

※ガイドラインの見直しについて 

本ガイドラインについては、社会経済の状況や地域構造などの変化に対応するた

め、今後、必要に応じ、概ね５年ごとに見直しを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

　

運行経費

90% 10%

市補助金 ⇒ 運行継続

市補助金 1.5人 未満 ⇒ 運行内容見直し

⇒ 運行内容見直し市補助金 運賃収入・協賛金・広告収入

90% 10%

運賃収入・協賛金・広告収入

運賃収入・協賛金・広告収入

1.5人 以上
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